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第１ 消滅時効 

１ 債権の消滅時効における原則的な時効期間と起算点 

【中間試案第７、２ → 第７４回会議（部会資料６３）          

→ 第７９回会議（部会資料６９Ａ）        

    → 第８８回会議（部会資料７８Ａ）で審議】 

○部会資料７８Ａ第２、１「債権の消滅時効における原則的な時効期間と起算

点」 

民法第１６６条第１項及び第１６７条第１項の債権に関する規律を次のよう

に改めるものとする。 

債権は、次に掲げる場合のいずれかに該当するときは、時効によって消滅す

る。 

(1) 債権者が権利を行使することができること及び債務者を知った時から５

年間行使しないとき。 

(2) 権利を行使することができる時から１０年間行使しないとき。 

 

２ 定期金債権等の消滅時効 

【中間試案第７、３ → 第７９回会議（部会資料６９Ａ）で審議】  

○部会資料６９Ａ第１、２「定期金債権の消滅時効（民法第１６８条第１項関

係）」 

(1) 民法第１６８条第１項前段の規律を次のように改めるものとする。 

定期金の債権は、次に掲げる場合のいずれかに該当するときは、時効によ

って消滅する。 

ア 債権者が各定期金を行使することができること及び債務者を知った時か

ら１０年間行使しないとき。 

イ 第１回の弁済期から２０年間行使しないとき。 

ウ 最後に弁済があった時において未払となっている給付がある場合には、

最後の弁済の時から２０年間行使しないとき。 

エ 最後に弁済があった時において未払となっている給付がない場合には、

次の弁済期から２０年間行使しないとき。 

(2) 民法第１６８条第１項後段を削除するものとする。 

○部会資料６９Ａ第１、３「職業別の短期消滅時効等の廃止」 

(2) 民法第１６９条を削除するものとする。 

  

３ 職業別の短期消滅時効等の廃止 

【中間試案第７、１ → 第７９回会議（部会資料６９Ａ）で審議】 

○部会資料６９Ａ第１、３「職業別の短期消滅時効等の廃止」 

(1) 民法第１７０条から第１７４条までを削除するものとする。 
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４ 不法行為による損害賠償請求権の消滅時効（民法第７２４条関係） 

【中間試案第７、４ → 第７４回会議（部会資料６３）         

→ 第７９回会議（部会資料６９Ａ）       

→ 第８８回会議（部会資料７８Ａ）で審議】 

○部会資料７８Ａ第２、２「不法行為による損害賠償請求権の消滅時効（民法

第７２４条関係）」 

民法第７２４条の規律を次のように改めるものとする。 

不法行為による損害賠償の請求権は、次に掲げる場合のいずれかに該当する

ときは、時効によって消滅する。 

(1) 被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を知った時から３年間行使

しないとき。 

(2) 不法行為の時から２０年間行使しないとき。 

  

５ 生命・身体の侵害による損害賠償請求権の消滅時効 

【中間試案第７、５ → 第７４回会議（部会資料６３）         

→ 第７９回会議（部会資料６９Ａ）       

→ 第８８回会議（部会資料７８Ａ）で審議】 

○部会資料７８Ａ第２、３「生命・身体の侵害による損害賠償請求権の消滅時

効」 

 人の生命又は身体の侵害による損害賠償の請求権について、特則として次の

規律を設けるものとする。 

(1) 前記１(2)に規定する時効期間を２０年間とする。 

(2) 前記２(1)に規定する時効期間を５年間とする。 

 

６ 時効の完成猶予及び更新 

【中間試案第７、６及び７ → 第７９回会議（部会資料６９Ａ）で審議】 

○部会資料６９Ａ第１、６「時効の［停止事由］及び［更新事由］」 

 時効の中断事由（民法第１４７条ほか）及び停止事由に関して、同法第１５

８条から第１６０条までの規律を維持するほか、次のように改めるものとする。

(1) 裁判上の請求等 

ア 次に掲げるいずれかの事由があったときは、その事由が終了した時か

ら６か月を経過するまでの間は、時効は、完成しない。 

(ｱ) 裁判上の請求 

(ｲ) 支払督促 

(ｳ) 民事訴訟法第２７５条第１項の和解又は民事調停法若しくは家事事

件手続法による調停 

(ｴ) 破産手続参加、再生手続参加又は更生手続参加 

(ｵ) 強制執行、担保権の実行としての競売その他の民事執行 
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(ｶ) 仮差押え又は仮処分 

イ 上記ア(ｱ)から(ｴ)までの場合において、権利が確定したときは、時効

は、権利の確定時（上記ア(ｴ)の場合にあっては、破産手続、再生手続又

は更生手続の終了の時）から新たにその進行を始める。 

ウ 上記イの場合において、新たに進行を始める時効の期間は、１０年よ

り短い時効期間の定めがある権利であっても、１０年とする。ただし、

上記イに規定する権利の確定時において弁済期の到来していない債権に

ついては、この限りでない。 

エ 上記ア(ｵ)の場合において、権利の満足に至らないときは、時効は、上

記ア(ｵ)の事由が終了した時から、新たにその進行を始める。ただし、権

利者の請求により又は法律の規定に従わないことにより取り消されたと

きは、その効力を生じない。 

オ 上記ア(ｵ)及び(ｶ)の事由は、時効の利益を受ける者に対してしないと

きは、その者に通知をした後でなければ、上記ア及びエの規定による効

力を生じない。 

(2) 承認 

ア 時効は、権利の承認があったときは、その時から新たにその進行を始

める。 

イ 上記アの承認をするには、相手方の権利についての処分につき行為能

力又は権限があることを要しない。 

(3) 催告 

ア 催告があったときは、その時から６か月を経過するまでの間は、時効

は、完成しない。 

イ 催告によって時効の完成が猶予されている間に行われた再度の催告

は、上記アの規定による効力を有しない。 

(4) 天災等による時効の［停止］ 

時効期間の満了の時に当たり、天災その他避けることのできない事変の

ため前記(1)ア(ｱ)から(ｵ)までの手続を行うことができないときは、その障

害が消滅した時から６か月を経過するまでの間は、時効は、完成しない。

(5) 協議による時効の完成の猶予 

当事者間で権利に関する協議を行う旨の［書面による］合意があったと

きは、次に掲げる期間のいずれかを経過するまでの間は、時効は、完成し

ない。 

ア 当事者の一方が相手方に対して協議の続行を拒絶する旨の［書面によ

る］通知をした時から６か月 

イ 上記合意があった時から１年 

 

７ 時効の効果 

【中間試案第７、８ → 第７９回会議（部会資料６９Ａ）で審議】 
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○部会資料６９Ａ第１、７「時効の効果」 

 消滅時効に関して、民法第１４５条を次のように改めるものとする。 

時効期間が満了したときは、当事者（消滅時効にあっては、保証人、物上保

証人、第三取得者その他権利の消滅について正当な利益を有する者を含む。）は、

時効を援用することができる。 

 

第２ 多数当事者（保証債務を除く。） 

１ 連帯債務 

【中間試案第１６、１→第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第１、１「債務者が複数の場合」 

民法第４３２条の規律を次のように改めるものとする。 

債権の目的がその性質上可分である場合において、数人が連帯して債務を負

担する旨の法令又は法律行為の定めがあるときは、債権者は、その連帯債務者

の一人に対し、又は同時に若しくは順次にすべての連帯債務者に対し、全部又

は一部の履行を請求することができる。 

 

２ 連帯債務者の一人について生じた事由の効力等 

(1) 履行の請求（民法第４３４条関係） 

【中間試案第１６、３(1)→第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第１、２(1)「履行の請求（民法第４３４条関係）」 

民法第４３４条を削除するものとする。 

 

(2) 連帯債務者の一人による相殺（民法第４３６条関係） 

【中間試案第１６、３(2)→第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第１、２(2)「連帯債務者の一人による相殺（民法第４３６条

関係）」 

民法第４３６条の規律を次のように改めるものとする。 

ア 連帯債務者の一人が債権者に対して債権を有する場合において、その連帯

債務者が相殺を援用したときは、債権は、すべての連帯債務者の利益のため

に消滅するものとする。 

イ 前項の債権を有する連帯債務者が相殺を援用しない間は、その連帯債務 

者の負担部分の限度で、他の連帯債務者は、自己の債務の履行を拒絶する 

ことができるものとする。 

 

(3) 連帯債務者の一人に対する免除（民法第４３７条関係） 

【中間試案第１６、３(2)→第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第１、２(3)「連帯債務者の一人に対する免除（民法第４３７

条関係）」 
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ア 民法第４３７条の規律を次のように改めるものとする。 

債権者が連帯債務者の一人に対して債務を免除する場合において、免除の

効力がその連帯債務者の負担部分について他の連帯債務者の利益のためにも

生ずる旨の意思を表示したときは、その意思に従う。 

イ 債務の免除を受けた連帯債務者は、他の連帯債務者からの求償に応じたと

きであっても、債権者に対してその償還を請求することはできないものとす

る。 

 

(4) 連帯債務者の一人についての時効の完成（民法第４３９条関係） 

【中間試案第１６、３(2)→第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第１、２(4)「連帯債務者の一人についての時効の完成（民法

第４３９条関係）」 

ア 民法第４３９条を削除するものとする。 

イ 連帯債務者の一人のために時効が完成した場合において、その連帯債務者

は、他の連帯債務者からの求償に応じたときであっても、債権者に対してそ

の償還を請求することはできないものとする。 

 

(5) 相対的効力の原則（民法第４４０条関係） 

【中間試案第１６、３(2)→第７７回会議（部会資料６７Ａ、Ｂ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第１、２(5)「相対的効力の原則（民法第４４０条関係）」 

民法第４４０条の規律を次のように改めるものとする。 

連帯債務者の一人について生じた事由は、民法第４３８条、前記(3)に規定す

る場合を除き、他の連帯債務者に対してその効力を生じないものとする。ただ

し、債権者及び他の連帯債務者の一人が別段の意思を表示したときは、当該他

の連帯債務者に対する効力は、その意思に従う。 

○部会資料６７Ｂ第１、１「更改の取扱い」 

(1) 連帯債務者の一人との間で更改があった場合に、他の連帯債務者の債務が

消滅するという民法第４３５条の規律を改め、更改を相対的効力事由にする

という考え方があるが、どのように考えるか。仮に相対的効力事由にする場

合に、更改の当事者の意思によって、他の連帯債務者の債務を消滅させるこ

とができることとするかどうかについて、どのように考えるか。 

(2) (略) 

 

３ 破産手続の開始（民法第４４１条関係） 

【中間試案第１６、３(3)→第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第１、３「破産手続の開始（民法第４４１条関係）」 

民法第４４１条を削除するものとする。 
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４ 連帯債務者間の求償関係 

(1) 連帯債務者間の求償権（民法第４４２条第１項関係） 

【中間試案第１６、４(1)→第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第１、４(1)「連帯債務者間の求償権（民法第４４２条第１項

関係）」 

民法第４４２条を次のように改めるものとする。 

ア 連帯債務者の一人が自己の負担部分を超えて弁済をし、その他自己の財産

をもって共同の免責を得たときは、その連帯債務者は、共同の免責を得るた

めに支出した金銭その他の財産の額（当該財産の額が共同の免責を得た額を

超える場合にあっては、共同の免責を得た額）のうち自己の負担部分を超え

る部分に限り、他の連帯債務者に対し、各自の負担部分について求償権を有

する。 

イ 上記アによる求償は、弁済その他免責があった日以後の法定利率及び避け

ることができなかった費用その他の損害の賠償を包含する。 

 

(2) 連帯債務者間の通知義務 

【中間試案第１６、４(2)→第７７回会議（部会資料６７Ｂ）で審議】 

○部会資料６７Ｂ第１、２「連帯債務者間の通知義務（民法第４４３条関係）」

連帯債務者間の通知義務を廃止し、事後通知の先後によって免責行為の有効

性を判断することとする場合には、通知が一部の連帯債務者のみに対して行わ

れた場合の処理や、免責行為をしなかった連帯債務者に対する求償の要件など

が問題になると思われるが、これらの点についてどのように考えるか。 

連帯債務者間の通知義務を存置する場合には、その要件について見直しの必

要があるかどうかが問題になるが、どのように考えるか。 

 

(3) 負担部分を有する連帯債務者が全て無資力者である場合の求償関係（民法

第４４４条本文関係） 

【中間試案第１６、４(3)→第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第１、４（2）「負担部分を有する連帯債務者が全て無資力者

である場合の求償関係（民法第４４４条本文関係）」 

民法第４４４条を次のように改めるものとする。 

ア 連帯債務者の中に償還をする資力のない者があるときは、その償還をする

ことができない部分は、求償者及び他の資力のある者の間で、各自の負担部

分に応じて分割して負担する。 

イ 上記アの場合において、求償者及び他の資力のある者がいずれも負担部分

を有しない者であるときは、その償還をすることができない部分は、求償者

及び他の資力のある者の間で、平等の割合で分割して負担する。 

ウ 上記ア及びイにかかわらず、求償者に過失があるときは、他の連帯債務者に
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対して分担を請求することができない。 

 

(4) 連帯の免除をした場合の債権者の負担（民法第４４５条関係） 

【中間試案第１６、４(4)→第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第１、４（3）「連帯の免除をした場合の債権者の負担（民法

第４４５条関係）」 

 民法第４４５条を削除するものとする。 

 

５ 不可分債務 

【中間試案第１６、５→第７７回会議（部会資料６７Ａ、Ｂ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第１、５「不可分債務」 

(1) 連帯債務の規定（第４３８条を除く。）は、債務の内容がその性質上不可分

である場合について準用するものとする。 

(2) 数人の債務者が不可分債務を負担する場合において、債権の目的がその性

質上可分になったときは、各債務者は、その負担部分についてのみ履行の責

任を負う。ただし、当事者は、債務者が連帯債務を負担する旨の合意をする

ことができる。 

○部会資料６７Ｂ第１、１「更改の取扱い」 

(1) (略) 

(2) 不可分債務者の一人との間で更改があった場合の他の不可分債務者に対す

る効力については、連帯債務と同様に扱うことが考えられるが、どのように

考えるか。 

 

６ 連帯債権―連帯債権者の請求権等 

【中間試案第１６、８→第７７回会議（部会資料６７Ｂ）で審議】 

○部会資料６７Ｂ第１、３「不可分債権及び連帯債権」 

 中間試案で示されている連帯債権に関する規定は、これに不可分債権と同様

の規律が妥当し、不可分債権との異同はその内容が性質上不可分であるかどう

かによるとされる。同様の規律が妥当するのに、現在のように意思表示による

不可分債権の制度が用意されているだけでは足りず、このような連帯債権概念

を設けるべき実際上の必要性として、どのようなことが考えられるか。 

 （略） 

 

７ 連帯債務者の一人について生じた事由の効力等 

(1) 更改又は免除 

【中間試案第１６、８→第７７回会議（部会資料６７Ｂ）で審議】 
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○部会資料６７Ｂ第１、３「不可分債権及び連帯債権」 

 （略） 

 連帯債権について、不可分債権に関する民法第４２９条第１項を適用するこ

との適否について、どのように考えるか。 

 

(2) 混同 

【中間試案第１６、８】 

○中間試案第１６、８「連帯債権」 

 連帯債権に関する規定を新設し、次のような規律を設けるものとする。 

(1) （略） 

(2) 連帯債権者の一人と債務者との間に更改、免除又は混同があった場合にお

いても、他の連帯債権者は、債務の全部の履行を請求することができるもの

とする。この場合に、その一人の連帯債権者がその権利を失わなければ分与

される利益を債務者に償還しなければならないものとする。 

(3) （略） 

 

(3) 連帯債権―相対的効力の原則 

【中間試案第１６、８】 

○中間試案第１６、８「連帯債権」 

連帯債権に関する規定を新設し、次のような規律を設けるものとする。 

(1)、(2) （略） 

(3) 上記(2)の場合のほか、連帯債権者の一人の行為又は一人について生じた事

由は、他の連帯債権者に対してその効力を生じないものとする。 

 

８ 不可分債権 

【中間試案第１６、６及び９】 

○中間試案第１６、６「債権者が複数の場合」 

(1) (略) 

(2) 同一の債権について数人の債権者がある場合において、当該債権の内容が

その性質上不可分であるときは、各債権者は、不可分債権を有するものとす

る。 

○中間試案第１６、９「不可分債権」 

(1) 民法第４２８条の規律を改め、数人が不可分債権を有するときは、その性

質に反しない限り、連帯債権に関する規定を準用するものとする。 

(2) 民法第４３１条のうち不可分債権に関する規律に付け加えて、不可分債権

の内容がその性質上可分となったときは、当事者の合意によって、これを連

帯債権とすることができるものとする。 
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第３ 保証債務 

１ 保証債務の付従性（民法第４４８条関係） 

   【中間試案第１７、１ → 第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第２、１「保証債務の付従性」 

民法第４４８条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 保証人の負担が債務の目的又は態様において主たる債務より重いときは、

これを主たる債務の限度に減縮する。 

(2) 主たる債務の目的又は態様が保証契約の締結後に加重されたときであって

も、保証人の負担は加重されない。 

 

２ 主たる債務者の有する抗弁 

【中間試案第１７、２ → 第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第２、２「主たる債務者の有する抗弁（民法第４５７条第２

項関係）」 

民法第４５７条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 主たる債務者に対する履行の請求その他の事由による時効の中断は、保証

人に対しても、その効力を生ずる。 

(2) 保証人は、主たる債務者が主張することができる抗弁をもって債権者に対

抗することができるものとする。 

(3) 主たる債務者が債権者に対して相殺権、取消権又は解除権を有するときは、

これらの権利の行使によって主たる債務者が主たる債務の履行を免れる限度

で、保証人は、債権者に対して債務の履行を拒むことができるものとする。

 

３ 保証人の求償権 

(1) 委託を受けた保証人の求償権（民法第４５９条関係） 

【中間試案第１７、３(1) → 第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第２、３「委託を受けた保証人の求償権（民法第４５９条・

第４６０条関係）」 

(1) 民法第４５９条の規律を次のように改めるものとする。 

ア 保証人が主たる債務者の委託を受けて保証をした場合において、過失な

く債権者に弁済をすべき旨の裁判の言渡しを受け、又は主たる債務者に代

わって弁済をし、その他自己の財産をもって債務を消滅させるべき行為を

したときは、その保証人は、共同の免責を得るために支出した金銭その他

の財産の額（当該財産の額が共同の免責を得た額を超える場合にあっては、

共同の免責を得た額）について、主たる債務者に対して求償権を有する。

イ 第４４２条第２項の規定は、アの場合について準用する。 

ウ 保証人が主たる債務者の委託を受けて保証をした場合において、保証人

が主たる債務の履行についての期限が到来する前に弁済をし、その他自己
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の財産をもって債務を消滅させるべき行為をしたときは、主たる債務者は、

主たる債務の履行についての期限が到来した後に、債務が消滅した当時利

益を受けた限度において、(ｱ)の求償に応ずれば足りる。 

エ ウの場合においては、求償は、主たる債務の履行についての期限以後の

法定利率及びその期限以後に履行したとしても避けることができなかった

費用その他の損害の賠償を包含する。 

(2) (略) 

 

(2) 委託を受けた保証人の求償権（第４６０条関係） 

【中間試案第１７、３(1) → 第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第２、３「委託を受けた保証人の求償権（民法第４５９条・

第４６０条関係）」 

(1) (略) 

(2) 民法第４６０条第３号を削除するものとする。 

 

(3) 保証人の通知義務 

【中間試案第１７、３(2) → 第７７回会議（部会資料６７Ｂ）で審議】 

○部会資料６７Ｂ第２、１「保証人の通知義務及び求償の範囲」 

１ 保証人の通知義務については、次のとおりの措置を講ずることが考えられ

るが、どのように考えるか。 

(1) 委託を受けた保証人の事前通知については、連帯債務者の事前通知の議論

を踏まえ、これと同様の規定を設けるものとする。 

(2) 委託を受けない保証人の事前通知（民法第４６３条第１項による同法第４

４３条第１項の準用）を廃止するものとする。 

(3) 主債務者の意思に反して保証をした保証人の事後通知（民法第４６３条第

１項による同法第４４３条第２項の準用）を廃止するものとする。 

２ 保証人の求償の範囲については、次のような規律を設けることが考えられ

るが、どのように考えるか。 

(1) 民法第４６２条第１項に次の規定を加える。 

民法第４６２条第１項の場合において、主たる債務者が、その当時以前

に相殺の原因を有していたことを主張するときは、保証人は、債権者に対

し、その相殺によって消滅すべきであった債務の履行を請求することがで

きる。 

(2) 民法第４６２条第２項に次の規定を加える。 

民法第４６２条第２項前段の場合において、主たる債務者が、保証人が

自己の財産をもって免責を得た後求償の日以前に自己の財産をもって免責

を得たことを主張するときは、保証人は、債権者に対し、主たる債務者に

対する当該財産の返還債務の履行を請求することができる。 
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４ 連帯保証人に対する履行の請求の効力（民法第４５８条関係） 

【中間試案第１７、４ → 第７７回会議（部会資料６７Ａで審議】 

○部会資料６７Ａ第２、４「連帯保証人に対する履行の請求の効力（民法第４

５８条関係）」 

 連帯債務者の一人に生じた事由の効力に関する規定は、連帯保証人に生じた

事由について準用するものとする。 

 

６ 保証人保護の方策の拡充 

(1) 個人保証の制限 

【中間試案第１７、６(1) → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）        

→ 第８６回会議（部会資料７６Ａ）        

→ 第８８会議（部会資料７８Ａ）で審議】  

○部会資料７８Ａ第３、１「個人保証の制限」 

個人保証の効力に関して、次のような規定を新たに設けるものとする。 

(1) 主たる債務者が事業のために負担した貸金等債務を主たる債務とする保証

契約又は根保証契約であってその主たる債務の範囲に主たる債務者が事業の

ために負担する貸金等債務が含まれるものは、保証人が法人又は次に掲げる

者である場合を除き、その効力を生じない。 

ア 主たる債務者が法人その他の団体である場合のその理事、取締役、執行

役又はこれらに準ずる者 

イ 主たる債務者が法人である場合のその総社員又は総株主の議決権の過半

数を有する者 

ウ 主たる債務者が個人である場合の主たる債務者と共同して事業を行う者

又は主たる債務者の配偶者（主たる債務者が行う事業に従事しているもの

に限る。） 

(2) 主たる債務者が事業のために負担した貸金等債務を主たる債務とする保証

契約又は根保証契約であってその主たる債務の範囲に主たる債務者が事業の

ために負担する貸金等債務が含まれるものの保証人の主たる債務者に対する

求償権についての保証契約は、保証人が法人又は上記(1)各号に掲げる者であ

る場合を除き、その効力を生じない。 

(3) 保証契約の締結に先立ち、次に掲げる方式に従った公正証書が作成されて

いたときは、当該保証契約に関しては、上記(1)及び(2)は、適用しない。 

ア 保証人になろうとする者が、次に掲げる事項を公証人に口授すること。

(ｱ) 保証人は主たる債務者がその債務を履行しないときにその履行をする

責任を負うことを理解していること。 

(ｲ) 連帯保証である場合には、連帯保証人は催告の抗弁、検索の抗弁及び

分別の利益を有しないことを理解していること。 
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(ｳ) 主たる債務について保証契約を締結する意思を有していること。 

イ 公証人が、保証人になろうとする者の口述を筆記し、これを保証人にな

ろうとする者に読み聞かせ、又は閲覧させること。 

ウ 保証人になろうとする者が、筆記の正確なことを承認した上、署名し、

印を押すこと。ただし、保証人になろうとする者が署名することができな

い場合は、公証人がその事由を付記して、署名に代えることができる。 

エ 公証人が、その証書は前各号に掲げる方式に従って作ったものである旨

を付記して、これに署名し、印を押すこと。 

 

(2) 契約締結時の情報提供義務   

【中間試案第１７、６(2) → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）          

→ 第８６回会議（部会資料７６Ａ）で審議】  

○部会資料７６Ａ第２、２「契約締結時の情報提供義務」 

契約締結時の情報提供義務に関して、次のような規定を新たに設けるものと

する。 

(1) 事業のために債務を負担する者がその債務について保証を委託するとき

は、委託を受ける者（法人を除く。）に対し、次に掲げる事項に関する情報を

提供しなければならない。 

ア 資産及び収入の状況 

イ 主たる債務以外に負担している債務の有無、額及び履行状況 

ウ 主たる債務の担保として他に提供し、又は提供しようとするものがある

ときは、その旨及びその内容 

(2) 主たる債務者が上記(1)の説明をせず、又は虚偽の説明をしたために委託を

受けた者が上記(1)各号に掲げる事項について誤認をし、それによって保証契

約の申込み又はその承諾の意思表示をした場合において、主たる債務者が上

記(1)の説明をせず、又は虚偽の説明をしたことを債権者が知り、又は知るこ

とができたときは、保証人は、保証契約を取り消すことができる。 

 

(3) 主たる債務の履行状況に関する情報提供義務―保証人の請求による履行状

況の情報提供義務 

 【中間試案第１７、６(3) → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）          

→ 第８６回会議（部会資料７６Ａ）で審議】  

○部会資料７６Ａ第２、３「主たる債務の履行状況に関する情報提供義務」 

請求による履行状況の情報提供義務について、次のような規定を新たに設け

るものとする。 

債権者は、委託を受けた保証人から請求があったときは、保証人に対し、遅

滞なく、次に掲げる事項に関する情報を提供しなければならない。 

(1) 主たる債務についての不履行の有無 
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(2) 履行期が到来した元本、利息及び遅延損害金の額（既払額を除く。） 

 

(4) 主たる債務の履行状況に関する情報提供義務―主たる債務者が期限の利益

を喪失した場合の情報提供義務 

【中間試案第１７、６(3) → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）          

→ 第８６回会議（部会資料７６Ｂ）          

→ 第８８回会議（部会資料７８Ａ）で審議】  

○部会資料７８Ａ第３、２「主たる債務の履行状況に関する情報提供義務－主

たる債務者が期限の利益を喪失した場合の情報提供義務」 

(1) 主たる債務者が期限の利益を有する場合において、主たる債務者がその利

益を失ったときは、債権者は、保証人（法人を除く。）に対し、主たる債務者

がその利益を失ったことを知った時から［２か月以内］に、その旨を通知し

なければならない。 

(2) 債権者は、上記(1)の通知をしなかったときは、保証人（法人を除く。）に

対し、主たる債務者が期限の利益を失った時からその旨の通知をした時まで

に生じた遅延損害金（期限の利益を失わなかったとしても生じていた遅延損

害金は除く。）につき保証債務の履行を請求することができない。 

 

第４ 有価証券 

【中間試案第１９ → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第２、１「総論」 

民法第４６９条から第４７３条まで、第８６条第３項、第３６３条及び第３

６５条の規律に代えて、後記２から５までのように、有価証券に関する規律を

整備するものとする。 

 

１ 指図証券 

【中間試案第１９、１ → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第２、２「指図証券」 

(1)ア 指図証券の譲渡は、その証券に譲渡の裏書をして譲受人に交付しなけれ

ば、その効力を生じないものとする。 

イ 指図証券の譲渡の裏書の方式、裏書の連続による権利の推定、善意取得

及び善意の譲受人に対する抗弁の制限については、現行法の規律（商法第

５１９条、民法第４７２条）と同旨の規律を整備するものとする。 

ウ 指図証券を質権の目的とする場合については、ア及びイに準じた規律を

整備するものとする。 

(2) 指図証券の弁済の場所、履行遅滞の時期及び債務者の免責については、現

行法の規律（商法第５１６条第２項、第５１７条、民法第４７０条）と同旨

の規律を整備するものとする。 
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(3) 指図証券の公示催告手続については、現行法の規律（民法施行法第５７条、

商法第５１８条）と同旨の規律を整備するものとする。 

  

２ 記名式所持人払証券 

【中間試案第１９、２ → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第２、３「記名式所持人払証券」 

(1)ア 記名式所持人払証券（債権者を指名する記載がされている証券であって、

その所持人に弁済をすべき旨が付記されているものをいう。以下同じ。）の

譲渡は、譲受人にその証券を交付しなければ、その効力を生じないものと

する。 

イ 記名式所持人払証券の占有による権利の推定、善意取得及び善意の譲受

人に対する抗弁の制限については、現行法の規律（商法第５１９条等）と

同旨の規律を整備するものとする。 

ウ 記名式所持人払証券を質権の目的とする場合については、ア及びイに準

じた規律を整備するものとする。 

(2) 記名式所持人払証券の弁済及び公示催告手続については、前記２(2)及び

(3)に準じた規律を整備するものとする。 

 

３ 指図証券及び記名式所持人払証券以外の記名証券 

【中間試案第１９、３ → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第２、４「前記２及び３以外の記名証券」 

(1) 債権者を指名する記載がされている証券であって、指図証券及び記名式所

持人払証券以外のものは、債権の譲渡又はこれを目的とする質権の設定に関

する方式に従い、かつ、その効力をもってのみ、譲渡し、又は質権の目的と

することができるものとする。 

(2) (1)の証券の公示催告手続については、前記２(3)に準じた規律を整備する

ものとする。 

 

４ 無記名証券 

【中間試案第１９、４ → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第２、５「無記名証券」 

無記名証券の譲渡、弁済等については、記名式所持人払証券に準じた規律を

整備するものとする。 

 

第５ 債務引受 

１ 併存的債務引受 

【中間試案第２０、１→ 第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第３、１「併存的債務引受」 
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(1) 併存的債務引受の引受人は、債務者と連帯して、債務者が債権者に対して

負担する債務と同一の内容の債務を負担するものとする。 

(2) 併存的債務引受は、引受人と債権者との間で引受人が上記(1)の債務を負担

する旨の合意をすることによってするものとする。 

(3) 上記(2)のほか、併存的債務引受は、引受人と債務者との間で引受人が上記

(1)の債務を負担する旨の合意をすることによってもすることができるもの

とする。この場合において、引受人は、債権者が引受人に対して承諾の意思

表示をした時にその債務を負担するものとする。 

(4) 上記(3)の合意によってする併存的債務引受は、この１の規律のほか、第三

者のためにする契約の規律（後記第５参照）に従うものとする。 

(5) 引受人は、併存的債務引受により負担する自己の債務について、その効力

を生じた時に債務者が有する抗弁をもって、債権者に対抗することができる

ものとする。 

(6) 債務者が債権者に対して相殺権、取消権又は解除権を有するときは、引受

人は、債権者に対して債務の履行を拒むことができるものとする。この場合

において、債務者が相殺権を有するときに引受人が債務の履行を拒むことが

できるのは、債務者の負担部分に限られるものとする。 

 

２ 免責的債務引受の成立 

【中間試案第２０、２ → 第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第３、２「免責的債務引受」 

(1) 免責的債務引受によって、引受人は債務者が債権者に対して負担する債務

と同一の債務を負担し、債務者は自己の債務を免れるものとする。 

(2) 免責的債務引受は、引受人が上記(1)の債務を負担するとともに債務者がそ

の債務を免れる旨を引受人と債権者との間で合意することによってするもの

とする。この場合においては、債権者又は引受人がその合意があった旨を債

務者に対して通知をした時に、引受人が債権者に対して債務を負担し、債務

者は自己の債務を免れるものとする。 

(3) 上記(2)の合意によってする免責的債務引受によって債務者に損害が生じ

たときは、債権者は、その損害を賠償しなければならないものとする。 

(4) 上記(2)のほか、免責的債務引受は、引受人が上記(1)の債務を負担すると

ともに債務者が自己の債務を免れる旨を引受人と債務者との間で合意し、債

権者が引受人に対してこれを承諾することによってもすることができるもの

とする。この場合においては、債権者が承諾をした時に、引受人が債権者に

対して債務を負担し、債務者は自己の債務を免れるものとする。 

 

３ 免責的債務引受による引受けの効果 

【中間試案第２０、３ → 第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 
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○部会資料６７Ａ第３、３「免責的債務引受による引受けの効果」 

(1) 前記２(1)により債務を負担した引受人は、その債務を履行した場合であっ

ても、債務者に対して求償することができないものとする。 

(2) 引受人は、免責的債務引受により負担した自己の債務について、その効力

を生じた時に債務者が有していた抗弁をもって、債権者に対抗することがで

きるものとする。 

(3) 債務者が債権者に対して取消権又は解除権を有するときは、引受人は、債

権者に対して債務の履行を拒むことができるものとする。 

 

４ 免責的債務引受による担保権等の移転 

【中間試案第２０、４ → 第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第３、４「免責的債務引受による担保権等の移転」 

(1) 前記２(1)により消滅する債務を担保する担保権及び保証がある場合には、

債権者は、これらを引受人が負担する債務を担保するものとして移すことが

できるものとする。 

(2) 上記(1)の担保の移転は、免責的債務引受と同時に引受人に対してする意思

表示によってしなければならないものとする。 

(3) 上記(1)の担保権を供している者が引受人以外のものである場合には、その

者の承諾を得なければならないものとする。 

(4) 保証人が上記(1)により引受人が負担する債務を履行する責任を負うため

には、保証人が、その責任を負う旨の承諾をすることを要するものとする。

(5) 上記(4)の承諾は、書面でしなければならないものとする。 

(6) 上記(4)の承諾がその内容を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であ

って、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）によってされ

たときは、その承諾は、書面によってされたものとみなして、上記(5)を適用

するものとする。 

 

第６ 契約上の地位の移転 

  【中間試案第２１ → 第８３回会議（部会資料７４Ａ）で審議】 

○部会資料７４Ａ第２「契約上の地位の移転」 

次のような規律を新たに設けるものとする。 

契約の当事者の一方が第三者との間で契約上の地位を譲渡する旨の合意をし

た場合において、その契約の相手方が当該譲渡を承諾したときは、契約上の地

位は、当該第三者に移転する。 
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第７ 弁済 

１ 弁済の意義 

【中間試案第２２、１ → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第３、１「弁済の意義」 

債務が履行されたときは、その債権は、弁済によって消滅するものとする。

 

２ 第三者の弁済（民法第４７４条第２項関係） 

【中間試案第２２、２ → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第３、２「第三者の弁済（民法第４７４条関係）」 

 民法第４７４条第２項の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 民法第４７４条第１項の規定により弁済をしようとする第三者が弁済をす

るについて正当な利益を有する者でないときは、債権者は、その受領を拒む

ことができる。ただし、その第三者が債務者の委託を受けて弁済をする場合

において、そのことを債権者が知ったときは、この限りでない。 

(2) 債権者が上記(1)によって第三者による弁済の受領を拒むことができるに

もかかわらず弁済を受領した場合において、その弁済が債務者の意思に反し

たときは、その弁済は、無効とする。 

 

３ 弁済として引き渡した物の取戻し（民法第４７６条関係） 

【中間試案第２２、３ → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第３、３「弁済として引き渡した物の取戻し（民法第４７６

条関係）」 

 民法第４７６条を削除するものとする。 

 

４ 債務の履行の相手方（民法第４７８条・第４８０条関係） 

【中間試案第２２、４ → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第３、４「債務の履行の相手方（民法第４７８条、第４８０

条関係）」 

(1) 民法第４７８条の規律を次のように改めるものとする。 

ア 債務の履行は、次に掲げる者のいずれかに対してしたときは、弁済とし

ての効力を有する。 

(ｱ) 債権者 

(ｲ) 債権者が弁済を受領する権限を与えた第三者 

(ｳ) 法令の規定により弁済を受領する権限を有する第三者 

イ 上記アに掲げる者（以下「受領権者」という。）以外の者［であって受領

権者としての外観を有するもの］に対してした弁済は、その弁済をした者

が善意であり、かつ、過失がなかったときに限り、その効力を有する。 

(2) 民法第４８０条を削除するものとする。 
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５ 代物弁済（民法第４８２条関係） 

【中間試案第２２、５ → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第３、５「代物弁済（民法第４８２条関係）」 

民法第４８２条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 債務者が、債権者との間で、その負担した給付に代えて他の給付をするこ

とにより債務を消滅させる旨の契約をした場合において、債務者が当該他の

給付をしたときは、当初負担した給付に係る債権も、消滅する。 

(2) 上記(1)の契約がされた場合であっても、債務者が当初負担した給付をした

ときは、他の給付に係る債権も、消滅する。 

 

６ 弁済の方法（民法第４８３条から第４８７条まで関係） 

【中間試案第２２、６ → 第８０回会議（部会資料７０Ａ、７０Ｂ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第３、６「弁済の方法（民法第４８３条から第４８７条まで

関係）」 

(1) 民法第４８３条を削除するものとする。 

(2) 弁済の時間に関して、以下の規定を付け加えるものとする。 

  法令又は慣習により取引時間の定めがある場合には、その取引時間内に限

り、債務の履行をし、又はその履行の請求をすることができる。 

(3) 民法第４８６条の規律を次のように改めるものとする。 

ア 弁済をした者は、弁済を受領した者に対して受取証書の交付を請求する

ことができる。 

イ 弁済をする者は、弁済の提供をして、受取証書の交付を請求することが

できる。この場合においては、その交付を受けるまでは、弁済を拒むこと

ができる。 

○部会資料７０Ｂ第１、１「預金口座への振込みによる弁済」 

 預金口座への振込みによる弁済に関する規律を民法に設けることの当否につ

いて、現代における債務の履行の方法として極めて重要であり規定を設ける必

要があるとの指摘がある一方で、その効力発生時期について一律に決するのは

適当ではなく、解釈に委ねるべきであるとの指摘があることを踏まえ、どのよ

うに考えるか。 

 

７ 弁済の充当（民法第４８８条から第４９１条まで関係） 

【中間試案第２２、７ → 第８０回会議（部会資料７０Ａ、７０Ｂ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第３、７「弁済の充当（民法第４８８条から第４９１条まで

関係）」 

民法第４８８条から第４９１条までの規律を次のように改めるものとする。

(1) 次に掲げるいずれかの場合に該当し、かつ、弁済をする者がその債務の全
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部を消滅させるのに足りない給付をした場合において、当事者間に充当の順

序に関する合意があるときは、その順序に従い充当するものとする。 

ア 債務者が同一の債権者に対して同種の給付を内容とする数個の債務を負

担する場合（下記ウに該当する場合を除く。） 

イ 債務者が一個の債務について元本のほか利息及び費用を支払うべき場合

（下記ウに該当する場合を除く。） 

ウ 債務者が同一の債権者に対して同種の給付を内容とする数個の債務を負

担する場合において、そのうち一個又は数個の債務について元本のほか利

息及び費用を支払うべきとき。 

(2) 上記(1)アに該当する場合において、上記(1)の合意がないときに適用され

る規定として、民法第４８８条及び第４８９条と同旨の規定を設ける。 

(3) 上記(1)イに該当する場合において、上記(1)の合意がないときに適用され

る規定として、民法第４９１条と同旨の規定を設ける。 

(4) 上記(1)ウに該当する場合において、上記(1)の合意がないときは、まず上

記(3)の規律に従う。この場合において、数個の債務の費用、利息又は元本の

うちいずれかの全部を消滅させるのに足りないときは、上記(2)の規律に従

う。 

(5) 一個の債務の弁済として数個の給付をすべき場合において、弁済をする者

がその債務の全部を消滅させるのに足りない給付をしたときは、上記(1)から

上記(4)までの規定を準用する。 

 

８ 弁済の提供（民法第４９２条関係） 

【中間試案第２２、８ → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第３、８「弁済の提供（民法第４９２条関係）」 

民法第４９２条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 債務者は、弁済の提供の時から、債務の履行をしないことによって生ずべ

き責任を免れる。 

(2) 中間試案第１１、１によれば契約の解除をすることができる場合であって

も、債務者が弁済の提供をしたときは、債権者は、契約の解除をすることが

できない。 

 

９ 弁済の目的物の供託（民法第４９４条から第４９８条まで関係） 

【中間試案第２２、９ → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第３、９「弁済の目的物の供託（民法第４９４条から第４９

８条まで関係）」 

(1) 民法第４９４条の規律を次のように改めるものとする。 

ア 弁済をすることができる者（以下この９において「弁済者」という。）は、

次に掲げる事由があったときは、債権者のために弁済の目的物を供託する
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ことができる。この場合においては、弁済者が供託をした時に、債権は消

滅する。 

(ｱ) 弁済の提供をした場合において、債権者がその受領を拒んだとき。 

(ｲ) 債権者が弁済を受領することができないとき。 

イ 弁済者が債権者を確知することができないときも、上記アと同様とする。

ただし、弁済者に過失があるときは、この限りでない。 

(2) 民法第４９７条前段の規律を次のように改めるものとする。 

  弁済の目的物が供託に適しないとき、その物について滅失、損傷その他の

事由による価格の低落のおそれがあるとき、又はその物を供託することが困

難であるときは、弁済者は、裁判所の許可を得て、これを競売に付し、その

代金を供託することができる。 

(3) 民法第４９８条の規律の前に付け加え、弁済の目的物が供託された場合に

は、債権者は、供託物の還付を請求することができるものとする。 

 

10 弁済による代位 

(1) 任意代位及び法定代位（民法第４９９条・第５００条関係） 

【中間試案第２２、１０(1) → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第３、１０(1)「弁済による代位」 

(1) 任意代位制度（民法第４９９条関係） 

  民法第４９９条及び第５００条の規律を次のように改めるものとする。 

ア 債務者のために弁済をした者は、債権者に代位する。 

イ 弁済をするについて正当な利益を有する者以外の者が上記アにより債権

者に代位する場合には、民法第４６７条を準用する。 

 

(2) 弁済による代位の効果（民法第５０１条前段関係） 

【中間試案第２２、１０(2) → 第８０回会議（部会資料７０Ｂ）で審議】 

○部会資料７０Ｂ「弁済による代位と求償権との関係」 

(1) 複数の保証人間の代位割合を明らかにする規定（中間試案第２２、１０(2)

エ）の要否について、どのように考えるか。 

(2) 上記１の規定を設ける場合には、連帯債務者間及び不可分債務者間の代位

割合を明らかにする規定を設ける必要があるのではないかとの指摘がある

が、このような規定の要否について、どのように考えるか。 

(3) 民法第５０１条第５号に該当する場合における保証人間の求償権の範囲を

明らかにする規定の要否について、どのように考えるか。 

 

(3) 一部弁済による代位の要件・効果（民法第５０２条関係） 

【中間試案第２２、１０(3) → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第３、１０(2)「一部弁済による代位の要件・効果（民法第５
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０２条関係）」 

 民法第５０２条第１項の規律を次のように改めるものとする。 

ア 債権の一部について代位弁済があったときは、代位者は、債権者の同意を

得て、その弁済をした価額に応じて、債権者とともにその権利を行使するこ

とができる。 

イ 上記アのときであっても、債権者は、単独でその権利を行使することがで

きる。 

ウ 上記ア又はイに基づく権利の行使によって得られる担保目的物の売却代金

その他の金銭については、債権者が代位者に優先する。 

 

(4) 担保保存義務（民法第５０４条関係） 

(5) 担保保存義務違反の効果（民法第５０４条関係） 

【中間試案第２２、１０(4) → 第８０回会議（部会資料７０Ａ）で審議】 

○部会資料７０Ａ第３、１０(3)「担保保存義務（民法第５０４条関係）」 

 民法第５０４条の規律を次のように改めるものとする。 

ア 債権者は、民法第５００条の規定により代位をすることができる者のため

に、担保を喪失又は減少させない義務を負う。 

イ 債権者が故意又は過失によって上記アの義務に違反した場合には、上記ア

の代位をすることができる者は、その喪失又は減少によって償還を受けるこ

とができなくなった限度において、その責任を免れる。ただし、その担保の

喪失又は減少が代位をすることができる者の正当な代位の期待に反しないと

きは、この限りでない。 

ウ 上記イによって代位をすることができる者が責任を免れた場合において、

その後にその者が担保目的物を第三者に譲渡したときは、当該第三者の責任

は、上記イにより代位をすることができる者が負担した責任の範囲に限られ

る。 

 

第８ 相殺 

１ 相殺禁止の意思表示（民法第５０５条第２項関係） 

【中間試案第２３、１ → 第７９回会議（部会資料６９Ａ）で審議】 

○部会資料６９Ａ第２、１「相殺禁止の意思表示（民法第５０５条第２項関係）」

民法第５０５条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 二人が互いに同種の目的を有する債務を負担する場合において、双方の債

務が弁済期にあるときは、各債務者は、その対当額について相殺によってそ

の債務を免れることができる。ただし、債務の性質がこれを許さないときは、

この限りでない。 

(2) 当事者は、その意思表示をもって、相殺することができない旨を定めるこ

とができる。その意思表示は、悪意又は重大な過失がある第三者に対して、
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対抗することができる。 

 

２ 不法行為債権を受働債権とする相殺の禁止（民法第５０９条関係） 

【中間試案第２３、３ → 第７９回会議（部会資料６９Ｂ）で審議】 

○部会資料６９Ｂ第１「不法行為債権を受働債権とする相殺の禁止（民法第５

０９条関係）」 

 民法第５０９条の改正の要否については、相殺禁止の範囲が広範すぎるとし

て、改正を求める意見がある一方で、中間試案の規律（中間試案第２３、３）

の内容が不明確であるという点や、被害者保護という趣旨を重視すべきである

点を指摘して、改正に反対する意見がある。同条の改正の要否について、どの

ように考えるか。 

 

３ 支払の差止めを受けた債権を受働債権とする相殺（民法第５１１条関係） 

【中間試案第２３、４ → 第７９回会議（部会資料６９Ａ）で審議】 

○部会資料６９Ａ第２、２「支払の差止めを受けた債権を受働債権とする相殺

（民法第５１１条関係）」 

民法第５１１条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 債権の差押えがあった場合であっても、第三債務者は、その前の原因に基

づいて生じた債権による相殺をもって差押債権者に対抗することができる。

(2) 上記(1)の差押えがあった後に、第三債務者が他人の債権を取得した場合に

は、その債権が上記(1)の差押え前の原因に基づいて生じたものであっても、

これによる相殺は、差押債権者に対抗することができない。 

 

４ 相殺の充当（民法第５１２条関係） 

【中間試案第２３、５ → 第７９回会議（部会資料６９Ａ）で審議】 

○部会資料６９Ａ第２、３「相殺の充当（民法第５１２条関係）」 

民法第５１２条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 債権者が債務者に対して有する一個又は数個の債権と、これと同種の目的

を有する債務であって、債権者が債務者に対して負担する一個又は数個の債

務について、債権者が相殺の意思を表示した場合には、当事者間に別段の合

意がない限り、債権者の有する債権とその負担する債務は、相殺に適するよ

うになった時期の順序に従って、その対当額について相殺によって消滅する。

(2) 上記(1)の場合において、相殺をする債権者の有する債権がその負担する債

務の全部を消滅させるのに足りないときは、当事者間に別段の合意がない限

り、次の各号の定めるところに従い、充当する。 

ア 債権者が数個の債務を負担するときは、民法第４８９条第２号及び第４

号を準用する。 

イ 債権者が負担する一個の債務について元本のほか利息及び費用を支払う
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べきときは、民法第４９１条を準用する。 

ウ 上記アに該当する場合において、一個又は数個について元本のほか利息

及び費用を支払うべきときは、まず、民法第４９１条を準用する。この場

合において、数個の債務の費用、利息又は元本のうちいずれかの全部を消

滅させるのに足りないときは、民法第４８９条第２号及び第４号を準用す

る。 

(3) 上記(1)の場合において、相殺をする債権者の負担する債務がその有する債

権の全部を消滅させるのに足りないときも、上記(2)を準用する。 

 

第９ 更改 

１ 更改の要件及び効果（民法第５１３条関係） 

【中間試案第２４、１ → 第７９回会議（部会資料６９Ａ）で審議】 

○部会資料６９Ａ第３、１「更改の要件及び効果（民法第５１３条関係）」 

民法第５１３条の規律を次のように改めるものとする。 

当事者が従前の債務に代えて、次に掲げるいずれかの変更をした新たな債務

を成立させる契約をしたときは、従前の債務は、更改によって消滅する。 

(1) 従前の債務とは異なる［給付の内容］とすること。 

(2) 従前の債務者が第三者と交替すること。 

(3) 従前の債権者が第三者と交替すること。 

 

２ 債務者の交替による更改（民法第５１４条関係） 

【中間試案第２４、２ → 第７９回会議（部会資料６９Ａ）で審議】 

○部会資料６９Ａ第３、２「債務者の交替による更改（民法第５１４条関係）」

民法第５１４条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 債務者の交替による更改は、債権者と更改後に債務者となる者との契約に

よってすることができる。この場合において、更改は、債権者［又は更改後

に債務者となる者］が、契約が成立した旨を更改前の債務者に対して通知を

した時に、効力を生ずる。 

(2) 上記(1)により債務者となった者は、その債務を履行した場合であっても、

更改前の債務者に対して求償権を有しない。 

 

３ 債権者の交替による更改（民法第５１５条・第５１６条関係） 

【中間試案第２４、３ → 第７９回会議（部会資料６９Ｂ）で審議】 

○部会資料６９Ｂ第２「債権者の交替による更改（民法第５１５条・第５１６

条関係）」 

債権者の交替による更改については、債権譲渡に関する規律と整合的な改正

をする考え方が取り上げられていることから、その具体的な内容については、

債権譲渡に関する規律の検討の際に、併せて検討することとしてはどうか。 
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４ 更改の効力と旧債務の帰すう（民法第５１７条関係） 

【中間試案第２４、４】 

○中間試案第２４、４「更改の効力と旧債務の帰すう（民法第５１７条関係）」

 民法第５１７条を削除するものとする。 

 

５ 更改後の債務への担保の移転（民法第５１８条関係） 

【中間試案第２４、５ → 第７９回会議（部会資料６９Ａ）で審議】 

○部会資料６９Ａ第３、３「更改後の債務への担保の移転（民法第５１８条関

係）」 

民法第５１８条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 債権者は、更改前の債務の限度において、その債務の担保として設定され

た質権又は抵当権を更改後の債務に移すことができる。 

(2) 上記(1)の質権又は抵当権の移転は、更改の契約をする以前に更改の相手方

に対してする意思表示によってしなければならない。 

(3) 上記(1)の質権又は抵当権の移転は、これを設定した第三者の承諾を得なけ

ればならない。 

 

第 10 契約に関する基本原則 

１ 契約自由の原則 

【中間試案第２６、１ → 第８４回会議（部会資料７５Ａ）で審議】 

○部会資料７５Ａ第１、１「契約自由の原則」 

 契約自由の原則について、次のような規律を設けるものとする。 

(1) 当事者は、法令に特別の定めがある場合を除き、契約をするかどうかを自

由に決定することができる。 

(2) 契約は、法令に特別の定めがある場合及び当事者間に別段の合意がある場

合を除き、当事者の合意のみによって、成立する。 

(3) 契約の当事者は、法令の制限内において、契約の内容を自由に決定するこ

とができる。 

 

２ 履行請求権の限界事由が契約成立時に生じていた場合の契約の効力 

【中間試案第２６、２ → 第８４回会議（部会資料７５Ａ）で審議】 

○部会資料７５Ａ第１、２「債務の履行が契約成立時に不能であった場合の契

約の効力」  

契約に基づく債務の履行がその契約の成立の時に不能であった場合の契約の

効力について、次のような規律を設けるものとする。 

契約に基づく債務の履行がその契約の成立の時に不能であったときであって

も、契約は、そのためにその効力を妨げられない。 
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第 11 第三者のためにする契約 

１ 第三者のためにする契約の成立等（民法第５３７条関係） 

【中間試案第３１、１ → 第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第５、１「第三者のためにする契約の成立等（民法第５３７

条関係）」 

民法第５３７条の規律を次のように改めるものとする。 

(1) 契約により当事者の一方が第三者に対してある給付をすることを約したと

きは、その第三者は、その当事者の一方に対して直接にその給付を請求する

権利を有するものとする。 

(2) 上記(1)の契約は、その締結時に第三者が現に存しない場合又は第三者が特

定されていない場合であっても、効力を生ずるものとする。 

(3) 上記(1)の場合において、第三者の権利は、その第三者が債務者に対して上

記(1)の契約の利益を享受する意思を表示した時に発生するものとする。 

(4) 上記(1)の場合において、上記(1)の契約の相手方は、債務者に対し、第三

者への債務の履行を請求することができるものとする。 

 

２ 要約者による解除権の行使（民法第５３８条関係） 

【中間試案第３１、２ → 第７７回会議（部会資料６７Ａ）で審議】 

○部会資料６７Ａ第５、２「要約者による解除権の行使（民法第５３８条関係）」

民法第５３８条の規律に付け加えて、前記１(3)により第三者の権利が発生し

た後に、債務者が第三者に対する債務を履行しない場合には、前記１(1)の契約

の相手方は、その第三者の承諾を得て、契約を解除することができるものとす

る。 

 

 


